











The Evolution of Relations between Japan and China




After the Paris Peace Conference, the conflict over the ShanDong interests still
existed between Japan and China. The purpose of this paper is to clarify aspects
of the diplomatic policies of both countries by analyzing the failed progress of the
direct negotiations over the ShanDong question.
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頁。この時のウィルソン大統領の態度に関しては、 Foreign Relations of the United States, 1919, the Paris
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25)例えば、 「全国各界連合大会代表」 「山東省議会」 「上海学生同盟」 「湖南商会」 「江蘇省教育会」などのような全国
範囲における商・宮・学各界の組織から電報が寄せられた。このような民間による対日直接交渉反対論は、 1921年
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50)小林龍夫編F翠雨荘日記一伊東家文書』原書房、 1966年、 609-611頁、 -また、坂野潤治は「日本陸軍の欧米観と中
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うな対外観と対中政策の関連について分析した。
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おわりに
国際公共政策研究 第10巻第1号
パリ講和会議が閉幕した1919年6月からワシントン会議が開幕した1921年11月までの、
およそ二年半のこの期問は、世界政治のレベルにおける新秩序形成の重要な時期にあたる。
それと同時に、中国外交にとっても、この時期は中国が初めて国際社会に積極的に参与して
いく初期段階であった。従来の山東問題に関する研究においては、この時期に焦点を合わせ
るものは少なく、ヴェルサイユ-ワシントン体制という視点から、パリ講和会議からワシン
トン会議にジャンプするものが一般的である。そして、時期を同じくした原内閣の外交を積
極的な対米協調外交を形成したと高く評価し、原とその協調外交の後継者である幣原ライン
で、経済主義的な外交理念に基づく新しい中国政策に転換を図っていったと主張する先行研
究が多く見られる。確かに原は組閣する前から在任中に至って、対米重視をしきりに唱えて
きた。しかし、中国問題をめぐり、パリ講和会議以来の原内閣が行ってきた一連の政策とそ
の影響を詳細に見ると、戦後の時代潮流に乗じて、積極的に対米協調政策を形成していった
というよりも、消極的なその場しのぎ的政策が多いと言わざるを得ない。
したがって、本稿は、日本と中国のこの時期における外交動向の比較を踏まえながら、パ
リ講和会議で懸案となった山東問題の解決をめぐる両当事国である日本と中国が、 Eg際情勢
の変化に対応しながら、異なった外交構想による政策の展開過程を考察してきた。明らかに
したのは、主に以下の二点である。
第一に、不本意な結果で終わったパリ講和会議以後、中国がどのような国際認識と政策ビ
ジョンを持って山東問題の解決に取り組んだのかを明らかにした。日本との国際的地位と軍
事力の差が歴然としている現状に鑑み、中国は、日本との二国間外交は自らに不利であると
判断し、意識的に多国間外交と連動して日中間の懸案を解決しようとした。とりわけ、パリ
講和会議からの対米協調の姿勢は終始貫き通された。このような中国の政策展開を可能にし
たのは、言うまでもなく、第一次世界大戦後、中国を取り巻く国際環境が大きく変化したこ
とと、ウィルソン大統領の主張に代表される新外交の理想主義が、新たな国際政治の規範と
して定着しっっあった背景があったからである。したがって、中国は、一方において日本か
らの直接交渉の提案を拒否しっづけ、他方においては、国際連盟の創立から第一、二回目の
大会への参加まで、非常任理事国の選出、多くの国際連盟会費の拠出など幾分背伸びした外
交を展開した。それによって、山東問題は、パリ講和会議から2年半後に開かれたワシント
ン会議に持ち越された。ようするに、戦後の国際政治の潮流を能動的に受け入れ、自らの積
極的な国際社会への進出を通じて、国際システムにおけるプレゼンスを高め、ワシントン会
議における山東問題の解決や不平等条約の改正に有利な国際環境を作り出すことに成功した。
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第二に、上述した中国の積極的な外交姿勢とは対照的に、この時期の原内閣の外交は依然
として、旧外交を軸とした二国間協調外交に固守し、パリ講和会議につづいて戦後の国際環
境の変化に消極的な態度で臨んだことを明らかにした。そもそも、原内閣は国際連盟につい
て懐疑的な見方しか持たなかったし、中国国内の高揚するナショナリズムとそれに後押しさ
れた中国外交の成長についても的確な理解ができないままでいた。山東問題が国際会議に上
程され、列国が介入することは、日本がもっとも回避したかった最悪のシナリオであった。
だから、日本は終始日中両国による直接交渉に固執したのであった。しかし、それにもかか
わらず、中国の拒否外交によって、日中間の直接交渉は結局一皮も行われることなく、ワシ
ントン会議における解決に委ねることになった。つまり、この時期の日本外交は、先手を取
られた政策展開しかできなかったし、アメリカの主導する戦後国際秩序と中米の提携に強い
疎外感と孤立感を覚え始めるようになった。そして、当然のことで、パリ講和会議期に頂点
を極めた対米・対中関係の悪化も改善にも程遠かった。
なお、ワシントン会議において、中国問題めぐる日・米・中の応酬と、日本と中国がワシ
ントン体制を受容した要因などに関しては、また稿を改めて検討する必要はあるが、少なく
ともこの時期に、日中両国と、両国を取り巻く国際環境を左右するアメリカとイギリスの、-
ワシントン会議とそれ以後の政策につながる土台が形成されたと考えられる。
